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〔北海道農業経済研究第 14巻第 1号 2007.9〕

中山間地域等直接支払制度の共同取組活動における交付金支出分析

ー北海道草地酪農地帯の集落協定を対象としてー

I背景と課題

本稿の課題は、北海道草地酪農地帯における中

山間地域等直接支払制度（以下、本制度とする）

の交付金支出について分析し、本制度の改善点に

ついて示唆を与えることにある。

本制度は、農業生産の維持を通じて多面的機能

を確保する目的で行われたわが国農政史上初の取

組である。本制度は 2000......., 2004年度の 5年間を

第 1期として実施され、 2005年度から一部見直

しの上、新たな対策として始まっている。本制度

の大きな特徴の 1つに、集落の共同取組活動注1)

を通じて農業生産や多面的機能の維持を図るとい

う集落重点主義（小田切 [8])がある注2)。本制

度の集落重点主義は、水田を主体とする都府県中

山間地域において、農業用水路や集落道を集落自

治組織が共同作業で管理する必要があること等

（福与 [2]) を念頭においたものと考えられる。

しかし、北海道草地酪農地帯では、草地を利用

し、個別完結的な営農形態を取る酪農が主体であ

り、都府県中山間地域とは全く異なる農業が展開

されている。それゆえ、本制度における集落重視

の制度設計は、北海道草地酪農地帯の実状と整合

していない可能性がある。

北海道草地酪農地帯における本制度について分
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析した既存研究として、例えば、荒木 [1]、福与

[2]、石井 [4、5]、田中・出村 [10]がある。こ

れらのうち、福与 [2]は、北海道別海町・標茶

町の集落協定 (2001年度）から、共同取組活動

費に占める個別経営を支援するような使途に用い

られた交付金額の割合を算出した。その結果、福

与 [2]は、いずれの町の集落協定においても個

別経営を支援するような使途のウェイトが高いこ

とを指摘した。本稿では、福与 [2]による分析

の拡張を試みる。具体的には、福与 [2]の方法

を援用し、共同取組活動費に占める個別経営支援

的な活動費の割合、すなわち、個別経営支援割合

を算出する。さらに、分析対象地域を北海道草地

酪農地帯である宗谷・釧路・根室の 3支庁に、分

析対象期間を 2000.......,2004年度の第 1期全体に拡

張する。

なお、本稿では、個別経営支援割合が 50%以

上であるならば、本制度における集落重視の制度

設計は、北海道草地酪農地帯の個別完結的営農形

態（酪農）と整合していないという作業仮説を設

定し、分析を進めたい注3¥

注 1)共同取組活動とは、集落協定に基づいて集落ぐ

るみで取り組む活動であり、交付金額の 50%以

上を使用するように指導されている。なお、集

落協定とは、本制度の対象農用地において、農
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業生産活動等を行う農業者等の間で締結される

協定である。

注2)小田切 [8]は、その他の特徴として、農家非選

別主義、地方裁量主義、予算の単年度主義の脱

却をあげている。

注3)集落協定の取組を実態分析によって解明するこ

とも必要であるのはいうまでもないが、本稿で

は、分析対象を集落協定の個票データにおける

交付金支出に限定し、分析を進めたい。

II 北海道草地酪農地帯における中山間

地域等直接支払制度

1 . 中山間地域等直接支払制度の概要

表 lに本制度の概要を示した。北海道草地酪農

地帯にとって重要な事項として、対象農用地にお

ける草地比率の高い地域の草地という要件があ

る。本要件に該当する草地は北海道にのみ存在し

ており（農林水産省 [7])、本要件が北海道草地

酪農地帯における本制度適用の根拠と考えられ

る注4)。

2. 北海道草地酪農地帯における実施概況

表 2に宗谷・釧路・根室支庁における本制度の

実施概況を示した。集落協定数は分析対象期間

を通じて 81協定であり、個別協定数は 0であっ

た。 1集落協定当たりでみると、参加者数（延べ

数）は 69.4 "'70. 2人、協定締結面積は 2,637.3

"'2, 733. 4 ha注5)、交付額合計は 3,970. 6 "' 

目的

対象地域

対象農用地

対象行為

表1 中山間地域等直接支払制度の概要

耕作放棄地の増加等により多面的機能の低下が特に懸念されている中山間
地域等において、担い手の育成等による農業生産の維持を通じて、多面的
機能を葎保する観点から、国民の理解の下に直接支払交付金を交付

特定農山村、山村振興、過疎法等の地域振興立法8法の指定地域

急傾斜農用地、自然条件により小区画・不整形な田、草地比率の高い地域
の草地等

耕作放棄の防止等を内容とする集落協定、または第3セクターや認定農業

者等が耕作放棄される農用地を引き受ける場合の個別協定に基づき、 5年
llll以上継続される農業生産活動等

対象者 ―—ー ー 協定に基づき、 5年間以上継続して農業生産活動等を行う農業者等

単価 中山間地域等と平地地域との生産条件の格差の範囲内で設定

地方公共団体の役割国と地方公共団体とが共同で、緊密な連携の下で直接支払いを実施

期間
農業収益の向上等により、対象地域での農業生産活動等の継続が可能であ
ると認められるまで実施

資料：山下 [11]より作成。

表2 宗谷・釧路・根室支庁における中山間地域等直

接支払制度の実施概況

1集落協定当たーり

年度
集落
協定数

2000 81 70.1 2,637.3 3,970.6 
2001 81 70.1 2,702.8 4,108.5 
2002 81 70.2 2,711.5 4,147.5 
2003 81 69.8 2,720.6 4,176.5 
2004 81 69.4 2 733.4 4 214.4 

資料：北海道 [3]より作成。

注 1)個別協定数は、各年度を通じて 0である。

2)参加者数には、農業者の他に生産組織等も含む。

3)協定締結面積の地目は、全て草地である。

4,214.4万円（うち共同取組活動充当分 2,35.0.9 

,....., 2, 502. 7万円）であり、分析対象期間を通じて

大きな変化はなかった。

注4)増田・出村 [6]は、対象農用地要件に草地比率

の高い地域の草地が導入されたことにより、本

制度は北海道の制度になったと位置付けている。

注 5)地目は全て草地である。なお、対象農用地要件

の草地比率の高い地域の草地を根拠として締

結された協定締結面積は各年で全体の99.3......, 

100.0%であり、ほぼ全てを占めていた。

mデータ及び分析方法

本稿の分析では、宗谷・釧路・根室の 3支庁で

締結された集落協定の個票（北海道資料）に記載

されている共同取組活動内容及びその支出データ

を用いた。ただし、データが入手できた延べ 381

協定を分析対象とした。

以下では、福与 [2]の方法を援用し、上述の

データを用いて個別経営支援割合を算出する。個

別経営支援割合は、共同取組活動費がどの程度個

別経営を支援するような活動（個別経営支援的活

動）に用いられたのかを示す指標である。本稿で

いう個別経営支援的活動とは、農家の所得を直接

的に向上させる活動と定義した注6)。具体的には、
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共同取組活動内容について、①農林水産省の生産

費調査において生産費項目としてあげられている

活動と、②生産費調査には含まれないが明らかに

農家の家計支出を減少させる活動に分類した。こ

れら以外の活動については、③農家の所得を直接

的に向上させない共同取組的活動として分類し

た。以上の分類項目を示したものが表 3であり、

個別経営支援割合は、（①+②）／（①十②十③）

として求められる。この値が 50%以上であるな

らば、本制度における集落重視の制度設計は、北

海道草地酪農地帯の個別完結的営農形態（酪農）

に対して不整合であることが指摘できる。

注6)福与 [2]は、個別経営を支援するような使途項

目として、酪農家個人の経営費用を補うものを

集計している。

W 分析結果及び考察

1 個別経営支援割合の分析結果

表 4は個別経営支援割合の算出結果である。分

析対象期間における個別経営支援割合は、いずれ

の年度も 50%以上であった。特に、 2001,..__, 2003 

年度では 80%以上と高い割合を示していた。な

表3 個別経営支援割合算出のために分類した共同取

組活動内容項目

の個別経営支援的活動（生産費関連項目）
•個人の農用地の整備・改良 ・人材の育成（研修・視察等）
• 生産資材の共同購入•散布 •個人利用施設周辺道路の舗装・整備
•鳥獣被害防止に向けた活動 ・地域内廃棄物の処理
•個人の農場内構造物の整備 ・農業生産活動に伴う副産物の堆肥化
・農機具の購入・整備 ・共同利用機械・施設の購入•利用促進
•個人利用営農施設の整備 ・土地改良及び水利費への助成
・家畜防疫活動 ・情報機器購入

¢農t~,営塁且翡ば動作業（家計支出閥連項•目fの他の諸財購入
• 自宅等、個人施設周辺の環境整備 ・個人への助成

匂農靡ご板は比維持 •その他（個別経営支根的な性格が強い取組）
・集落協定の管理
・農道・水路等の維持管理
・耕作放棄地の発生防止に向けた活動
・農地管理用資料の作成
•景観作物等の作付け
・地域の景観向上に向けた活動
•作業受託集団への助成
•各種団体への助成
•公共牧場の蜃備

•高齢者への支援活動
・廃棄物適正処理啓蒙活動
・人材確保に向けた活動
・農地利用調整
・文化の保護活動
・地域外住民との交流活動
•生態系保全に向けた活動
•その他（共同取組的な性格が強い取組）

資料：北海道資料、農林水産省『平成 16年畜産物生産費』よ

り作成。

お、共同取組活動費を 5ヵ年累計した場合の個別

経営支援割合は 79.4%であった注7)0 

また、表 5は個別経営支援割合別にみた集落協

定数 (5ヵ年累計）である。これをみると、個別

経営支援割合が 50%以上の集落協定は 76協定で

あり、全体の 93.8%を占めていた。特に、全体

のおよそ半数にあたる集落協定 (39協定）が個

別経営支援割合80%以上という高い値を示して

しヽた。

2. 考察

分析結果から、個別経営支援割合は集落協定全

体で約 8割であること（表4参照）、個別経営支

援割合 50%以上の集落協定が 9割以上を占める

こと（表5参照）が示された。本稿で設定された

作業仮説から鑑みると、本制度における集落重視

の制度設計は、北海道草地酪農地帯の個別完結的

営農形態（酪農）と整合しておらず、その不整合

性は、ほぼ全ての集落協定で確認されたことが明

らかになった。

このような不整合性が生じた理由として、福与

[2]は別海町・標茶町の事例から以下の 3点を

表4 個別経営支援割合の算出結果

年度 個別経営支援割合
2000 66.5% 
2001 83.2% 
2002 83.4% 
2003 84.8% 
2004 73.2% 
5ヵ年累計 79.4% 

表 5 個別経営支援割合別にみた集落協定数 (5ヵ年累

計）

百別経営支援割合
50%未満
50%以上
(50%以上-60%未満）
(60%以上-70%未満）
(70%以上-80%未満）
(80%以上-90%未満）
(90%以上-100%以下）

集落協定数割合
5 6.2% 
76 93.8% 
(10) (12.3%) 
(11) (13.6%) 
(16) (19.8%) 
(30) (37.0%) 
(9) (11.1%) 
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指摘した。第 1に、そもそも集落自治組織が共同

作業で管理するような農業用水路や集落道が存在

しない点である。第2に、酪農は稲作よりも農作

業の共同性が弱く、個別性が強い点である。第3

に、交付金の使途について、酪農家の個別配分へ

の志向が強いという点である。これらの福与 [2]

による指摘は、北海道草地酪農地帯全体にも当て

はまるものと考えられる。

そこで、本稿の分析結果を踏まえると、北海道

草地酪農地帯における本制度のあり方としては、

集落協定を締結するよりも個別経営単位での協定

注8) を締結した方が望ましいのではないかと考え

られる注9)。もし個別経営単位での協定締結が行

われるならば、従来、集落協定に拠出していた共

同取組活動充当分の交付金も個別経営が自由に利

用できるようになる。ゆえに、各個別経営の事情

に即した取組がより可能になると推察される。

注 7) 個別経営支援割合算出のために集計• 分類した

個別経営支援的活動内容の内訳 (5ヵ年累計）を

みると、個人利用施設周辺道路の舗装・整備及

び個人の農用地の整備・改良に関する取組への

支出が約 5割を占めていた。

注 8)現状における本制度の個別協定と本稿で示唆さ

れた個別経営単位での協定は異なるものであ

る。現状における本制度の個別協定とは、認定

農業者等と農用地の権利者との間で締結される

ものであり、助成対象は原則として引き受け地

のみに限られている。それゆえ、個別経営単位

で独立に農業生産を行うことに対して直接支払

いを行うことを意図したものではない（生源寺

[9])。

注 9)草地比率の高い地域の草地に対する交付単価は

1,500円/lOaと低いものの、面積規模が非常

に大きいため、かなり大きな金額となる。北海

道草地酪農地帯において、本制度参加者 1人当

たりに配分される金額は年間約 60万円である

（北海道 [3])。この点は、都府県中山間地域に

おいて面積規模が零細であるために、交付単価

が高かったとしても（例えば、急傾斜地の田は

21,000円/lOa)、集落当たりの支払総額やそれ

による集落協定への拠出金が必然的に小さくな

らざるを得ない点と大きく異なる部分である。

V 結論

本稿の課題は、北海道草地酪農地帯における中

山間地域等直接支払制度の交付金支出について分

析し、本制度の改善点について示唆を与えること

にあった。ここでは、集落協定の個票データを用

いて算出された個別経営支援割合が 50%以上で

あるならば、本制度における集落重視の制度設計

は、北海道草地酪農地帯の個別完結的営農形態

（酪農）と整合していないという作業仮説を設定

した。

分析結果から、個別経営支援割合は集落協定全

体で約 8割であること、個別経営支援割合50%

以上の集落協定が 9割以上を占めることが示され

た。本稿で設定された作業仮説から鑑みると、本

制度における集落重視の制度設計は、北海道草地

酪農地帯の個別完結的営農形態（酪農）と整合し

ておらず、その不整合性は、ほぼ全ての集落協定

で確認されたことが明らかになった。ここで、も

し個別経営単位での協定締結が行われるならば、

従来、集落協定に拠出していた共同取組活動充当

分の交付金も個別経営が自由に利用できるように

なるため、各個別経営の事情に即した取組がより

可能になると推察された。ゆえに、北海道草地酪

農地帯における本制度のあり方としては、集落協

定を締結するよりも個別経営単位での協定を締結

した方が望ましいことが示唆された。
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